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５ ゆうちょ銀行（銀行業） 

(1) ゆうちょ銀行の概況 

＜貯金残高等の推移＞ 

（兆円） 

年度末 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5(2Q) 

貯金残高 176.6 177.7 177.8 179.4 179.8 180.9 183.0 189.5 193.4 194.9 194.1 

（うち個人貯金等） n/a n/a 174.4 176.1 176.6 177.5 179.2 185.3 188.6 189.3 189.2 

※「個人貯金等」とは、貯金残高から、法人等の決済性預金（＝振替貯金（一般））、大口定期、その他貯金を除いたもの。 

 
（資料）ゆうちょ銀行決算資料、平成29年５月25日第169回、平成30年５月24日第189回、令和元年５月29日第

202回、令和２年５月27日第212回、令和３年６月９日第232回、令和４年５月30日第247回、令和５年５

月29日第261回及び令和５年11月20日第268回郵政民営化委員会の配布資料から作成 

 

＜業態別預貯金の増減率（前年同月比）の推移＞ 

 

（資料）令和６年２月22日第271回郵政民営化委員会配布資料（ゆうちょ銀行提出） 
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＜利益の推移＞ 

 
※ 平成29年度以降は連結ベース。 

※ 平成27年度以降の当期純利益は、「親会社株主に帰属する当期純利益」。 

（資料）ゆうちょ銀行決算資料から作成 

 

(2) ゆうちょ銀行の設立の経緯と、社会的使命・経営理念 

＜社会的使命・経営理念＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）ゆうちょ銀行中期経営計画（2021年度～2025年度） 
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(3) ゆうちょ銀行のビジネスモデル 

＜中期経営計画＞ 

 

（資料）ゆうちょ銀行中期経営計画（2021年度～2025年度） 

＜３つの成長エンジン＞ 
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（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（ゆうちょ銀行提出） 

 

＜郵便局ネットワークの活用＞ 

 

（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（ゆうちょ銀行提出） 
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＜新規商品の変遷＞ 

 

 

 

（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（ゆうちょ銀行提出） 
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＜資産形成サポート＞ 

 
 

 
（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（ゆうちょ銀行提出） 
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＜ＤＸによる顧客の利便性向上と業務効率化の取組＞ 

 
 

 
 

（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（ゆうちょ銀行提出） 
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＜資産運用の高度化・多様化＞ 
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（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（ゆうちょ銀行提出） 

 

＜地域への資金還流・地域金融機関等との連携強化＞ 
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（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（ゆうちょ銀行提出） 

 

(4) 適切なコーポレートガバナンス 

＜適切なコーポレートガバナンス＞ 

 

（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（ゆうちょ銀行提出） 
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６ かんぽ生命保険（生命保険業） 

(1) 生命保険会社とかんぽ生命保険の比較 

＜保有契約件数の推移（全生命保険会社とかんぽ生命保険の比較）＞ 

 

※ 対象は個人保険 

※ かんぽ生命保険の契約件数は、民営化前契約と民営化後契約の合計 
※ 契約件数は、主契約と各特約を合わせて１契約として計上している会社と、主契約と各特約をそれぞれ１契約として計上して

いる会社がある。かんぽ生命保険は、主契約と各特約を合わせて１契約としている 
（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（かんぽ生命保険提出） 

及び保険研究所「インシュアランス生命保険統計号」から作成 

 

＜貯蓄性保険の新契約件数の推移（全生命保険会社とかんぽ生命保険の比較）＞ 

 
※ 対象は個人保険 

※ かんぽ生命保険の契約件数は、民営化前契約と民営化後契約の合計 
※ 契約件数は、主契約と各特約を合わせて１契約として計上している会社と、主契約と各特約をそれぞれ１契約として計上して

いる会社がある。かんぽ生命保険は、主契約と各特約を合わせて１契約としている 
（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（かんぽ生命保険提出） 

及び保険研究所「インシュアランス生命保険統計号」から作成 
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＜保障性保険の新契約件数の推移（全生命保険会社とかんぽ生命保険の比較）＞ 

※ 対象は個⼈保険

※ かんぽ⽣命保険の契約件数は、⺠営化前契約と⺠営化後契約の合計
※ 契約件数は、主契約と各特約を合わせて１契約として計上している会社と、主契約と各特約をそれぞれ１契約として計上して

いる会社がある。かんぽ⽣命保険は、主契約と各特約を合わせて１契約としている
（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（かんぽ生命保険提出） 

及び保険研究所「インシュアランス生命保険統計号」から作成 

＜保有契約の商品構成（全生命保険会社とかんぽ生命保険の比較）＞ 

※ 対象は個⼈保険

※ かんぽ⽣命保険の契約件数は、⺠営化前契約と⺠営化後契約の合計
※ 契約件数は、主契約と各特約を合わせて１契約として計上している会社と、主契約と各特約をそれぞれ１契約として計上して

いる会社がある。かんぽ⽣命保険は、主契約と各特約を合わせて１契約としている

（資料）生命保険協会「生命保険事業概況」及びかんぽ生命保険作成資料から作成 

かんぽ⽣命保険
全⽣命保険会社 

（かんぽ⽣命保険を除く） 
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＜新契約の商品構成の変化（生命保険会社とかんぽ生命保険の比較）＞ 

 
 

※ 資料中の子ども保険は学資保険と同じ保険 

（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（かんぽ生命保険提出） 

 

＜届出制移行後のかんぽ生命保険の商品改定＞ 

販売開始年月 商品改定の概要 
令和４年４月 医療特約の改定 

（従来よりも手厚い医療保障を提供） 
令和４年10月 契約更新制度の導入 

（契約更新前の保障を更新後も継続可能とする制度を導入） 
令和５年４月 学資保険の改定 

（返戻率が100％を超えるよう改善） 
令和６年１月 一時払終身保険の提供 

（保険料の払込を平準払に加えて一時払とする改定） 
 

（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（かんぽ生命保険提出）から作成 
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＜新契約件数の推移（全生命保険会社とかんぽ生命保険の比較）＞ 

 
※ 対象は個人保険 

※ かんぽ生命保険の契約件数は、民営化前契約と民営化後契約の合計 
※ 契約件数は、主契約と各特約を合わせて１契約として計上している会社と、主契約と各特約をそれぞれ１契約として計上して

いる会社がある。かんぽ生命保険は、主契約と各特約を合わせて１契約としている 
（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（かんぽ生命保険提出） 

及び保険研究所「インシュアランス生命保険統計号」から作成 

 

 

＜かんぽ生命保険の利益の推移＞ 

 

（資料）かんぽ生命保険「統合報告書」から作成 
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(2) かんぽ生命保険の概況 

＜かんぽ生命保険の中期経営計画（ＪＰビジョン2025）の基本方針＞ 

 
 

 
(注1) Digital Transformation の略,(注2) Customer Experience の略 

（資料）令和３年６月９日第232回郵政民営化委員会配布資料（かんぽ生命保険提出）から抜粋 

 

 

＜かんぽ生命保険の基本戦略（４つの柱）＞ 

 

 

 

 

（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（かんぽ生命保険提出）から抜粋 
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＜新しいかんぽ営業体制＞ 

 

 
 

（資料）令和３年６月９日第232回郵政民営化委員会配布資料（かんぽ生命保険提出） 

 

 

＜かんぽ生命保険の３つの販売チャネル＞ 

 

（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（かんぽ生命保険提出）から抜粋 
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＜かんぽＧＤ制度（新たな育成・インセンティブ制度）の導入＞ 

 

（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（かんぽ生命保険提出）から抜粋 
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＜収益源の多様化（大手生命保険会社の子会社化等の動向）＞ 

保険会社 

（単体の保険料等収入（令和４年度））  
子会社の概要 

子会社実績 

（令和４年度） 

日本生命保険 

（4兆 6,479億円） 
 

・「三井生命保険（現：大樹生命保険）」を子会社化（平成 27 年） 

・オーストラリアの保険会社「ＭＬＣ」を子会社化（平成 28 年） 

・「マスミューチュアル生命保険（現：ニッセイ・ウェルス生命保険）」を子会社化（平成 30 年）  

8,848 億円（保険料等収入） 

2,084 億円（保険料等収入） 

5,705 億円（保険料等収入） 

・インドの資産運用会社「ＲＮＡＭ（現：ＮＡＭインディア）」を子会社化（令和元年）  

・介護事業会社「ニチイＨＤ」を子会社化予定（令和５年 11 月リリース） 

4.7 兆円（預り資産残高） 

― 

第一生命保険 

（2兆 2,968億円） 

・銀行代理店等で資産形成・承継保険を提供する「第一フロンティア生命保険」を設立（平成 18年）  

・ベトナムの保険会社「バオミンＣＭＧ（現：第一生命ベトナム）」を子会社化（平成 19 年）  

・オーストラリアの保険会社「ＴＡＬ」を子会社化（平成 23 年） 

・「損保ジャパンＤＩＹ生命保険（現：ネオファースト生命保険）」を子会社化（平成 26 年）  

・アメリカの保険会社「プロテクティブ」を子会社化（平成 27 年） 

・ニュージーランドの保険会社「パートナーズ・ライフ」を子会社化（令和４年） 

2 兆 6,126 億円（保険料等収入） 

1,256 億円（保険料等収入） 

6,636 億円（保険料等収入） 

2,323 億円（保険料等収入） 

8,095 億円（保険料等収入） 

392 億円（保険料等収入） 
 

・福利厚生事業会社「ベネフィット・ワン」を子会社化予定（令和５年 12 月リリース）  ― 

明治安田生命保険 

（3兆 2,036億円） 
・アメリカの保険会社「スタンコープ」を子会社化（平成 28 年） 4,264 億円（保険料等収入） 

 

住友生命保険 

（2兆 2,164億円） 

・保険代理店等でシンプルな保険を提供する「メディケア生命保険」を設立（平成 21年） 

・アメリカの保険会社「シメトラ」を子会社化（平成 28 年） 

・シンガポールの保険会社「シングライフ」を子会社化予定（令和５年 12 月リリース）  

940 億円（保険料等収入） 

2,721 億円（保険料等収入） 

― 

（資料）各社の決算資料及びリリース資料から作成 

 

＜保険料等収入（大手生命保険会社とかんぽ生命保険の比較）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（かんぽ生命保険提出）から抜粋 
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＜かんぽ生命保険のＥＳＧ投資の推進＞ 

 

 

（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（かんぽ生命保険提出）から抜粋 

 

 

＜かんぽ生命保険のリスク管理の取組＞ 

 

（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（かんぽ生命保険提出）から抜粋 
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＜かんぽ生命保険の資産構成・収益追求資産の変化＞ 

 

 

 

（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（かんぽ生命保険提出） 

及びかんぽ生命保険作成資料から作成 

 

＜かんぽ生命保険のＤＸを活用した顧客体験価値向上・業務効率化の概要＞ 

 
 

（資料）令和２年６月24日第214回郵政民営化委員会配布資料（かんぽ生命保険提出） 

平成 20 年３月末 令和５年９月末 
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＜かんぽ生命保険のＡＩ・ＲＰＡを活用したデータ取得や数値入力業務等＞ 

（資料）かんぽ生命保険作成 

 

＜かんぽ生命保険のＡＩ・ＲＰＡを活用した保険金支払審査等＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）令和２年６月24日第214回郵政民営化委員会配布資料（かんぽ生命保険提出） 
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(3) 不適正募集事案 

＜かんぽ生命保険の不適正募集事案の概要・発生原因・再発防止策＞ 

 
（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（かんぽ生命保険提出） 

 

＜かんぽ生命保険の不適正募集事案に係るこれまでの経緯と対応＞

 

（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（かんぽ生命保険提出） 
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＜かんぽ生命保険のガバナンスの強化（不適正募集事案への対応）＞ 

 

 
 

（資料）令和５年12月12日第269回郵政民営化委員会配布資料（かんぽ生命保険提出） 
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７ 行政の取組 

(1) 総務省 

＜郵便局ネットワーク維持の支援のための交付金・拠出金制度＞ 

（資料）令和６年１月 23日第 270回郵政民営化委員会配布資料（総務省提出資料）から作成 

 

＜令和３年郵便局事務取扱法の改正概要＞ 

※転出届、印鑑登録の廃止申請の受付、マイナンバーカードの電子証明書の発行・更新等に係る事務の追加 

（資料）令和４年 10月 14日第 25回情報通信審議会 郵政政策部会資料  
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＜令和５年郵便局事務取扱法の改正概要＞ 

 ※マイナンバーカード交付申請受付等手続場所の拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）令和６年１月 23日第 270回郵政民営化委員会配布資料（総務省提出資料）から作成 

 

＜郵便局を利用したマイナンバーカードの利活用＞ 

 

（資料）令和６年１月 23日第 270回郵政民営化委員会配布資料（総務省提出資料）から作成 
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＜郵便局活性化推進事業（郵便局×地方自治体等×ＩＣＴ）の概要＞ 

（資料）総務省公表資料 

 

＜郵便局等の公的地域基盤連携推進事業＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）総務省公表資料 
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（資料）令和６年１月 23日第 270回郵政民営化委員会配布資料（総務省提出資料） 

 

＜郵便局データ活用アドバイザリーボード＞ 

 

（資料）令和６年１月 23日第 270回郵政民営化委員会配布資料（総務省提出） 
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＜郵便局データ活用アドバイザリーボード－郵便分野ガイドライン解説への事例追加－＞ 

 

（資料）令和６年１月 23日第 270回郵政民営化委員会配布資料（総務省提出） 

 

＜能登半島地震における安否不明者リスト掲載者に関する情報提供＞ 

 

（資料）令和６年１月 23日第 270回郵政民営化委員会配布資料（総務省提出） 
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(2) 金融庁 

＜ゆうちょ銀行に関するこれまでの取組＞ 

 
（資料）令和６年１月 23日第 270回郵政民営化委員会配布資料（金融庁提出） 

 

＜郵便貯金の預入限度額の推移＞ 

 

（資料）令和６年１月 23日第 270回郵政民営化委員会配布資料（金融庁提出）から作成 
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＜かんぽ生命保険に関するこれまでの取組＞ 

 
（資料）令和６年１月 23日第 270回郵政民営化委員会配布資料（金融庁提出） 

 

＜令和５事務年度 金融行政方針(抜粋)＞ 

 

（資料）令和６年１月 23日第 270回郵政民営化委員会配布資料（金融庁提出）から作成 
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(3) 国土交通省等 

＜トラックドライバーの働き方をめぐる現状＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）令和６年１月 23日第 270回郵政民営化委員会配布資料（国土交通省提出） 

 

＜自動車運送事業における時間外労働規制の見直し＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）令和６年１月 23日第 270回郵政民営化委員会配布資料（国土交通省提出） 
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＜労働時間規制等による物流への影響＞ 

 

（資料）令和６年１月 23日第 270回郵政民営化委員会配布資料（国土交通省提出） 

 

＜我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議＞ 

 
（資料）令和６年１月 23日第 270回郵政民営化委員会配布資料（国土交通省提出） 
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＜「物流革新に向けた政策パッケージ」のポイント＞ 

 
 

（資料）内閣官房 我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議 公表資料 

 

＜物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン（概要）＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）令和６年１月 23日第 270回郵政民営化委員会配布資料（経済産業省提出） 
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